
  

 

 
 

 

脱「価格競争」を実現する中小企業の「価値創造」とは②（建設業編） 

―適正な請負価格･工期を「価値創造」の突破口として好循環の経営サイクルへ― 

 

視 点 

新型コロナウイルス禍の出口を見据え、わが国の中小企業においても、今後はその立

て直しへ向けた収益改善の重要性が一段と高まっていく方向にある。しかしその一方で、

労働生産性の向上、近年の資源･エネルギー価格高騰や円安などに起因するコストアッ

プの販売価格への転嫁など、克服すべき構造問題も少なくない。 

そこで本稿では、年間調査テーマ『脱「価格競争」を実現する中小企業の「価値創造」』

について、すでに発信している「問題提起編」および「製造業編」（産業企業情報 2022-

6、7）に引き続き、建設業の「価値創造」に焦点を当て、実際に「価値創造」に取り組

んでいる企業の事例なども含めてとりまとめてみた。 

 

要 旨 

 一般に建設会社が請負価格を決定していくにあたっては、見積もりと完成･引渡しの

間に“タイムラグ”があることを考慮していく必要がある。 

 一方、建設業の特徴の一つに、元請業者を頂点とする重層下請構造によって、下位

の下請業者ほど労務費圧縮のしわ寄せを受けやすいなどの構造問題もある。 

 “アベノミクス”以降の建設業界は著しい人手不足の状況が続いており、賃上げの

“原資”獲得へ向けて、請負価格引上げの方向を目指していく必要がある。 

 また、足元の資材価格高騰に対応した“価格転嫁”は総じて苦戦が続いており、適正

な価格、適正な工期での工事実施も今後の重要な課題となっている。 

 建設業においても、今後の脱「価格競争」へ向けては、さまざまなソフト面での差別

化戦略などによる「価値創造」の重要性が一段と高まっていくものと考えられる。 

 本稿で事例として掲載した企業における「価値創造」への取組みでは、各社それぞれ

がその強みを活かして脱「価格競争」を実現し、それが好循環の経営サイクルに繋が

っているとみられる点が特筆された。 
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４．「価値創造」で好循環の経営サイクルの入口へ 

おわりに 
  

 はじめに 

新型コロナウイルス禍の出口を見据え、わが国の中小企業においても、今後はその立

て直しへ向けた収益改善の重要性が一段と高まっていく方向にある。しかしその一方で、

労働生産性の向上、近年の資源･エネルギー価格高騰や円安などに起因するコストアッ

プの販売価格への転嫁など、克服すべき構造問題も少なくない。 

そこで本稿では、年間調査テーマ『脱「価格競争」を実現する中小企業の「価値創造」』

について、すでに発信している「問題提起編」および「製造業編」（産業企業情報 2022-

6、7）に引き続き、建設業の「価値創造」に焦点を当て、実際に「価値創造」に取り組

んでいる企業の事例なども含めてとりまとめてみた。 

まず、冒頭の１．において、建設業の業務フローや重層下請構造を踏まえたうえで、

長期的な問題である人手不足と賃上げ原資の獲得、喫緊の問題である資材価格高騰への

対応などの諸問題について考察する。続く２．では、脱「価格競争」に向けては「ソフ

ト面」での差別化戦略が重要であることなどについて言及する。さらに３．では、独自

の『価値』づくりに注力した経営を行っている中小建設業の「価値創造」の事例につい

てヒアリング調査の内容等を紹介したうえで、４．でこれらの事例が示唆するものを含

めて若干の考察を加えてみた。 

本稿が、新型コロナウイルス禍の出口を見据えて収益改善を模索する中小建設業とそ

の経営者の一助となれば幸いである。 
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１．「価値創造」を目指す中小建設業が直面する諸問題 

（１）中小建設業の業務フローと重層下請構造 

さまざまな建設工事の完成

を請け負う建設業の一般的な

業務フロー（図表１）は、提案･

見積作成に始まり、完成･引渡

しに終わるという根幹部分で

はおおむね共通しているもの

の、現場ごとの“単品受注生

産”であるがゆえに、工事の規

模や種類、完工までに要する

期間（工期）などについては、

それぞれの現場ごとの事情を反映したものとなっている。 

そうしたなかで、受注･請負契約時に決定する請負価格は、その時点で見込まれる労

働力や工期などに連動した労務費や、市況動向などを織り込んだ原材料費、エネルギー

コスト等を積算した「見積もり」に基づいている。しかし、完成･引渡しまでには一定の

“タイムラグ”があるために、その間の市況等の変動や天候不順などによる工期の遅れ

などが想定外のコストアップ要因となり、結果的に当該工事が“採算割れ”となってし

まうケースも少なくないといわれている。こうしたことを回避するため、公共工事にお

いては国土交通省が打ち出している「建設工事標準請負契約約款」のなかに盛り込まれ

た「物価スライド条項」によって、一定の市況変動等には対応できる仕組みがある程度

機能している。反面、当事者間での合意に委ねられている民間工事においては、こうし

た仕組みがまだまだ十分に機能しているとはいえない面もあり、今後に向けて業界全体

で改善していくべき課題のひとつとなっている。 

一方、建設業界の特徴の一つとして、元請業者を頂点とする「重層下請構造」（図表

２）の存在があげられる。各段階を構成する下請事業者の多くは、元請業者による全体

工程管理の下、現場ごとに定められた工程等に応じて、複数現場で同時進行的にその役

割をこなしていくというスタイルが一般的となっている。 

この下請重層構造には、工事内容ごとの専門化･分業化、必要な機器や工法の多様化

への対応等、合理的な側面がある一方で、下位の下請事業者ほど労務費圧縮のしわ寄せ

を受けやすいほか、施工管理の及ばない下請事業者の介在によるさらなる重層化など、

多くの構造的な問題も内包しているのが実情となっている。下請重層構造のなかで受注

競争（価格競争）に巻き込まれ、受注は確保できているにもかかわらず、収益面や取引

条件面で苦戦を強いられている事業者も少なからず存在しており、今後へ向けて業界全

体で適正化を図っていくべき課題のひとつとなっている。 

（図表１）建設業の一般的な業務フロー 

 
（備考）各種資料をもとに信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 
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（２）構造的な人手不足の解消へ向けて重要性を増す賃上げ“原資”獲得 

信金中央金庫 地域･中小企業研究所が全国の信用金庫の協力を得て取りまとめてい

る「全国中小企業景気動向調査」において、建設業の人手過不足判断 D.I.（人手「過剰」

－人手「不足」）に着目すると、2022 年６月調査では△31.5（マイナスは人手「不足」

超）と、全産業（△19.8）と比べても著しい人手不足の状況が続いている（図表３）。

これは、2012年に打ち出された“アベノミクス”の３本の矢の一つである「機動的な財

政出動」に基づく公共工事の発注増加に加え、「2020東京五輪」へ向けたインフラ整備

や、近年各地で相次いでいる災害復旧･復興等による特需なども“追い風”となって国内

の建設活動が活発化し、現場作業に従事する人員のみならず、現場監督や建設機械オペ

レーターなど専門的な技能を有する人材の慢性的な不足が、コロナ禍を越えて今日まで

続いているためとみられる。 

（図表２）建設業の重層下請構造のイメージ 

 
（備考）各種資料をもとに信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

（図表３）人手過不足判断 D.I.の推移 

 
（備考）全国中小企業景気動向調査をもとに信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 
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こうした状況を受けて、建設業界では 2010 年代半ば以降、他の業種に先駆けて賃金

の引上げを加速してきた。前出の「全国中小企業景気動向調査」に付随した賃金引上げ

にかかる特別調査の結果をみても、建設業において賃上げを実施した企業の割合は 2015

年６月調査の段階ですでに 34.4％と、全６業種のなかでも最も高い割合を示していた。

さらに、直近 2022年６月調査においても 37.4％と、製造業の 38.2％には及ばないもの

の、賃上げに関しては引き続き高い回答割合をキープしている状況となっている（図表

４）。 

建設業におけるこうした賃上げの動きは、慢性的ともいえる人手不足の解消を念頭に

置いた従業員の待遇改善を意図したものと思われる。しかし、建設業が今後も継続的に

賃上げを実施していくためには、賃上げの“原資”の獲得を念頭に置いた対応が今後ま

すます重要になるとみられる。そのためには、ＤＸ1等による作業効率の変革のみならず、

請負価格や完成･引渡し価格についても、可能な限り引上げの方向を目指していくこと

が求められていくとみられる。 

 
1  Digital transformation（デジタルトランスフォーメーション）の略称。デジタル技術により業務プロセスを改善していくだけ
でなく、製品やサービス、ビジネスモデルそのものを変革するとともに、組織、企業文化、風土をも改革し、競争上の優位性を確立
すること。 

（図表４）賃上げを実施したか否かとその理由 
 

 
 

 
（備考）全国中小企業景気動向調査（特別調査）をもとに信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

【2015年６月調査】

政府の
賃上げ要請

自社の業績
改善を反映

同業他社、
地域他社の

賃上げ

従業員の
待遇改善

その他
これまでに
賃上げを
実施済み

景気見通し
が不透明

自社の業績
状況

賃上げを
検討したこと

がない
その他

全 体 28.0 1.1 6.2 1.9 17.8 1.0 72.0 6.4 24.5 25.2 13.7 2.2

製 造 業 32.8 1.2 7.6 2.1 20.6 1.2 67.2 5.8 24.3 24.6 10.3 2.1

卸 売 業 28.3 0.9 6.4 1.5 18.4 1.0 71.7 6.5 23.5 27.8 11.7 2.1

小 売 業 16.9 0.6 3.0 1.8 10.8 0.8 83.1 4.2 24.9 30.5 21.6 1.9

サ ー ビ ス 業 27.5 1.6 4.8 1.1 18.6 1.3 72.5 6.7 23.2 24.3 15.7 2.7

建 設 業 34.4 1.1 8.4 2.7 21.4 0.8 65.6 9.6 26.7 18.4 8.9 2.0

不 動 産 業 20.0 0.6 5.1 1.4 12.0 0.9 80.0 6.1 23.6 25.7 21.0 3.6

（単位：％）

賃上げを実施した 賃上げを実施しなかった

【2022年６月調査】

政府の
賃上げ要請

自社の業績
改善を反映

同業他社、
地域他社の

賃上げ

従業員の
待遇改善

その他
これまでに
賃上げを
実施済み

景気見通し
が不透明

自社の業績
状況

賃上げを
検討したこと

がない
その他

全 体 31.8 2.8 5.7 2.1 20.3 1.0 68.2 8.3 22.2 22.1 13.8 1.7

製 造 業 38.2 3.0 7.3 2.1 24.6 1.1 61.8 7.9 22.3 20.6 9.7 1.3

卸 売 業 31.7 2.4 6.3 2.1 19.6 1.3 68.3 8.0 22.1 25.7 11.1 1.5

小 売 業 23.1 3.2 3.5 2.0 13.7 0.7 76.9 7.1 21.3 24.6 21.9 1.9

サ ー ビ ス 業 26.4 2.4 2.9 1.9 18.0 1.1 73.6 8.0 23.9 24.4 15.0 2.4

建 設 業 37.4 3.1 6.8 2.5 24.0 1.1 62.6 10.9 22.5 18.2 9.7 1.2

不 動 産 業 22.6 1.5 4.9 1.5 14.0 0.6 77.4 8.7 20.7 20.6 24.3 3.2

（単位：％）

賃上げを実施した 賃上げを実施しなかった
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（３）足元の資材価格高騰への対応は総じて苦戦中 

一方、建設業をとりまく最近の状況をみると、新型コロナウイルス禍による最悪の状

況は脱しつつあるとみられるものの、ウッドショックや円安、ロシア･ウクライナ情勢の

混迷などに起因する資材価格やエネルギーコストの高騰で、収益圧迫に見舞われている

状況にある。 

こうしたなかで、前出の「全国中小企業景気動向調査」において、最近の材料価格判

断 D.I.と請負価格判断 D.I.の推移を請負先別にみると（図表５）、材料価格判断 D.I.

についてはすべての請負先別でおしなべて急上昇に見舞われている傾向がみられる。一

方で、請負価格判断 D.I.については、住宅建築会社（工務店）やリフォーム会社が多く

を占める「個人向け」の事業者において、それ以外の請負先を主力とする事業者に比べ

て相対的に“価格転嫁”が進んでいるとみられる動きを確認できる。これは、発注者（＝

個人）との心理的･物理的な距離の“近さ”によって、請負価格に関する交渉（相談）が

しやすいポジションにあるといったことが“価格転嫁”を比較的進められている要因の

一つと考えられる。 

とはいえ、建設業全般でみれば、価格転嫁に苦戦しているような声が目立つ実態があ

り（図表６）、建設資材にかかる市況高騰が続くなかで、前述した「見積もり」と「完

成･引渡し」までの“タイムラグ”の問題をいかに克服していくかなどについては、引き

続き業界全体としての喫緊の課題といえよう。 

 

（図表５）材料価格判断 D.I.（左）と請負価格判断 D.I.（右）の推移（建設業、請負先別） 

 
（備考）１.標本数は、2022 年４月～６月期のものを表記 

  ２.全国中小企業景気動向調査をもとに信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 
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こうしたなかで、大手の総合建設業者などで構成されている一般社団法人日本建設業

連合会（日建連）では、2022 年４月 26 日の国土交通省局長通知「労務費、原材料費、

エネルギーコスト等の取引価格を反映した適正な請負代金の設定や適正な工期の確保

について」などを受けて、独自に作成したパンフレット「建設工事を発注する民間事業

者･施主の皆様に対するお願い」を通じて、現状の建設資材高騰等が建設事業者の経営努

力のみでは吸収が困難であることなどを訴えている（図表７）。発注者に対して適正な

価格、適正な工期での建設工事の実施を強く要請する内容は、下請け契約や下請け代金

支払いの適正化、施工管理の徹底等も視野に入れたものであり、今後の動向が一段と注

目される。 

また、こうした政策的な流れは、経済産業省・中小企業庁の「下請Ｇメン 2」におけ

る、取引適正化へ向けた聞取り調査の本格化へも繋がっている。直近では建設業に対す

る聞取り調査にも一段と注力していく方針で、３月と９月を「価格交渉促進月間」と定

 
2 詳細については、産業企業情報 2022-７（信金中金月報 2022 年８月号）『脱「価格競争」を実現する中小企業の価値創造とは①
（製造業編）』も参照いただきたい。 

（図表６）全国中小企業景気動向調査における中小建設事業者のコメント 

 

  
 

（備考）全国中小企業景気動向調査（2022 年４～６月期）をもとに信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

 

（図表７）「建設工事を発注する民間事業者・施主の皆様に対するお願い」にかかるパンフレット（2022 年８月版） 

 
 

（備考）一般社団法人日本建設業連合会ホームページより引用 

原材料の価格高騰や入荷遅れにより、

工期が伸び、入金サイトが長期化
（建築工事業）

ロシア産の木材を使っており、仕入価格が

コロナ前比で３倍になっている

（総合工事）

木材価格が高騰しているが、あまり売値に

転嫁しすぎると、延期や取下げとなる

事例が目立つようになった
（総合建設）

資材高騰の影響から収益確保に

苦慮している
（建築一式工事）
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めたうえで、「支払条件の改善」、「コスト負担の

適正化」、「価格決定方法の適正化」、「働き方改

革のしわ寄せ防止」、「知的財産･ノウハウの保護」

の５項目を軸に、より公正な取引環境の実現を目指

していくこととしている（図表８）。 

近年の原材料価格の急ピッチな上昇が、建設業

者にとって収益圧迫要因となることは避けられな

い状況となっている。今後についても、さまざまな

コストアップ分の“価格転嫁”は依然として容易で

はない状況にあるとみられるが、原材料価格の上昇

に限っていえば、労務費やエネルギー価格の上昇に

比べて、市況データなどのエビデンス（根拠）が示

しやすいという側面もあるといわれている。こうし

た面を一つの突破口としながら、適正価格での取引

が一段と広がっていくことが期待されている。 

 

 

２．脱「価格競争」へ向けて求められているソフト面での差別化戦略 

元･法政大学大学院教授で「人を大切にする経営学会」の発起人代表としても知られ

る坂本光司氏は、その著書『もう価格で闘わない』（2021年 4月、㈱あさ出版）の中で、

価格競争との決別を目指す「非価格経営」には、ハードとソフトの２つのパターンがあ

（図表８）「下請Ｇメン」による 

 価格交渉月間促進チラシ 

 
 
（備考）経済産業省資料（2022 年９月） 

    （図表９）非価格経営を創造するソフト面の競争力 

 
     （備考）坂本光司『もう価格で闘わない』（2021 年４月）をもとに信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

・値段は他社より少々高いが、接客サービスやアフターサービスが抜群

・値段は少々高いが、素敵な社員がいる

・値段は少々高いが、たとえ１個でも対応してくれる

・値段は少々高いが、短納期でも対応してくれる

・値段は少々高いが、困った時にすぐ飛んできてくれる

・値段は少々高いが、ワンストップサービスをしてくれる

・値段は少々高いが、社会貢献・地域貢献に献身的である

・値段は少々高いが、決して嘘をつかず安全・安心である

・値段は少々高いが、いつも親切・ていねいに対応してくれる

・値段は少々高いが、品質・精度が抜群である
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ると指摘している。ここでいうハードの非価格経営とは、自社にしかできない･やれない

価値のある製品･商品を創造し販売する「オンリーワン経営」のようなものを指している。

これに対し、ソフトの非価格経営とは、モノによるのではなく、企業のソフト面による

競争力、魅力による経営などを指し、具体的には「接客サービスやアフターサービスが

抜群」などの 10項目を例示している（図表９）。 

これらの 10 項目には、それぞれ冒頭に「値段は他社より少々高いが」などの文言が

付加されており、基本的には消費者向けビジネス（ＢtoＣ）を念頭に置いたものである

とみられ、建設業界でいえば「個人向け」を主力とする住宅建築会社（工務店）などが

当てはまると考えられる。しかし、ソフト面に磨きをかけてこそ、という観点に着目す

れば、「困った時にすぐ飛んできてくれる」や「素敵な社員がいる」などについては、

重層下請構造を構成する「ＢtoＢ」タイプの建設業者においても当てはまる部分が多い

という見方もできよう。仮に、著者のいう非価格経営を、本稿が主題とする脱「価格競

争」へ置き換えてみたとしても、その主旨には通じる部分が多く、最終的に本稿が目指

す建設業者の「価値創造」への示唆も相応に大きいと考えられる。 

多様な事業者で構成される建設業者それぞれが脱「価格競争」を実現するための「価

値創造」への取組みは、請負価格（単価）の上昇を成し遂げていくための出発点であり、

それらはやがて、賃上げのための原資獲得、労働環境の改善、人材の確保、生産性向上

という好循環の経営サイクルへつながっていくものと思われる（図表 10）。 

一般に、中小規模の建設業者がハード面での差別化を図っていくのは容易ではないと

みられる反面、今後はさまざまなソフト面に着目したうえで、それに一段と磨きをかけ

ていくことが、さらなる躍進のカギを握っていくことになりそうだ。 

 

          （図表 10）建設業における好循環の経営サイクル 

 

 
 

             （備考）各種資料をもとに信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

脱「価格競争」による

「価値創造」

請負価格
（単価）の上昇

賃上げの
原資獲得

労働環境の
改善

人材の確保

生産性向上
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３．脱「価格競争」を実現している中小建設業の「価値創造」事例 

以下では、脱「価格競争」を実現している中小建設業の「価値創造」事例として、４

件の取組みを紹介する。「価値」の内容は各社さまざまではあるが、脱「価格競争」を実

現するための建設業の「価値創造」への取り組み方を考察する上で、それぞれ示唆に富

む部分も多く、参考になろう。 

 

（１）株式会社明輝社（神奈川県相模原市 創業：2010年） 

①会社の概要 

株式会社明輝社は、神奈川県相模原市に立

地する電気工事会社である（図表 11）。同社は、

鉄道駅及び関連施設やテナントビル等の電気

工事を主体としており、主に大手サブコンの

一次下請として活動している。 

社長の飯田美津雄氏（45）は、同業界で約 10

年の会社員経験を経た後、「自分ならもっとい

い会社が作れる」と考え、そこから分離・独立

するような形で 2010年に会社を設立した。前

職時代から加入していた相模原青年会議所 3

での地元経営者との活動経験により、会社経

営のイメージは出来ていた。会社設立直後に

は、経営や組織論についてもっと深く学んで

おきたいとの思いから、休日も通信制の大学

に４年間通い続けるなど、多忙な日々を過ご

してきた。その経験は今の経営にも生かされ

ており、共通の価値観として掲げている「自分

を育てるのは自分」という企業理念にも反映

されている（図表 12）。 

 

②同社の『価値創造』の取組み 

同社では、電気工事士などの資格を有する

社員たちによる施工に加え、業務を安定的か

つ機動的に受けてもらえる約 60社の協力会社

（施工者）が神奈川県・東京都等に点在している。この機動力は、取引先のサブコンに

とっては大変心強い戦力となっており、「明輝社に頼めば、必ず期日にて完工できる」と

いう認識が出来ている。加えて、施工品質も安定していることから、支払条件等におい

 
3 20歳から 40歳であれば、企業勤務者でも個人の意思によって入会できるが、実態としては地元経営者の参加が多い。 

（図表 11）株式会社明輝社の概要 

 

 

 
（備考）１.写真（上）は飯田美津雄社長（左）と   

           人事･労務担当の上條真生氏（右） 

    ２.写真（下）は同社外観 

    ３.信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 

会 社 名 株式会社明輝社
代 表 飯田美津雄
所 在 地 神奈川県相模原市南区
創 業 2010年（平成22年）
従 業 員 数 21名
事 業 内 容 電気工事

同社の概要



©信金中央金庫 地域･中小企業研究所 

10 

産業企業情報 ２０２２－１３ ２０２２．９．２７ 

ても発注者側からの信頼を反映したもの

となっている。数年前までは同社において

も相見積もりにて価格競争にさらされる

場面も多かったものの、改めて自社の強み

と目指すべき方向を考え直した結果、現在

の受注体制が構築されていった。同社の受

注体制作りに際しては、飯田社長の幅広い

人脈と営業力もさることながら、同社社員

の仕事に対する取組みや熱意も大きな役

割を果たしてきた。「もう一度仕事がした

くなるような人間力を持てるように、人材

育成に努めている」と飯田社長が語るとおり、そこに同社ならではの『価値』が存在し

ている。 

建設業における最大の課題はかねてより人手不足である。なかでも電気工事業は、電

気工事士という国家資格保有者のみ施工が可能であることや、外国人技能実習生の受入

れ対象業種に該当していないこと等、人材確保のハードルが他業種と比べて高い。そう

したなかで、同社においては、積極的な新卒採用活動と社員の能力開発にも力を入れて

いる。新卒採用においては、現業務から完全に独立した人事・労務の専担者を設置し、

採用活動から就労後の業務フォローまでを一貫して行うことにより、新入社員の心理的

ケアや社内コミュニケーション活性化の仲介役を果たしている。 

さらに、社員の能力開発においては、創業時から継続的にブラッシュアップしている

企業理念と、毎年作成している事業構想書の共有を通じて、各社員の進むべき方向性の

明確化やモチベーションの維持・向上に努めている。「明るく輝く社会を創る」と謳われ

た表紙で始まり、トータル数十ページにも及ぶ事業構想書には、今後の具体的な経営戦

略はもちろんのこと、目標としている売上高や営業利益の水準、社員への給与還元等ま

でが落とし込まれているなど、飯田社長の目指す「見える化」を具現化したものとなっ

ている。 

 

③今後の展望 

今後の事業展開において、今年度中に管工

事（空調設備関係）の建設業許認可取得を目

指しており、総合設備工事業者として顧客の

幅広いニーズに応えていける体制を強化し

ていく意向である。また、既存事業において

も、将来的には元請としても受注できるよう

な人員体制と資本強化を行っていくことを

想定している。それに伴い、新卒採用につい

（図表 12）社内に掲げられている企業理念の一部 

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 

（図表 13）ＳＤＧｓへの取組み 

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 
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ては担当の上條真生氏を中心に今後も継続的に力を入れていく意向である。ちなみに、

上條氏は「ＳＤＧｓ推進リーダー」としての役割も担っており、建設業界における女性

活躍への期待を追い風に、ＳＤＧｓの精神に則りながら、女性採用をリードしていく存

在となっている（図表 13）。 

社名の「明輝社」は、電気工事業を通じて社会に「明るい輝き」を与えていきたいと

いう飯田社長の思いから付けられたものであるが、その名のとおり、同社では一隅を照

らす人間の育成を目指していく意向である。地域に根差す電気工事会社としての同社の

ますますの躍進が期待されよう。 

 

（２）株式会社クリプトン（北海道帯広市 創業：2015年） 

①会社の概要 

株式会社クリプトンは、北海道の十勝平野の

中心部である帯広市に立地する、ツーバイフォ

ー（２×４）工法 4を得意とする木造注文住宅会

社（地場工務店）である（図表 14）。十勝地域の

ツーバイフォー工法関連の業務に長く携わって

きた現社長の竹市真巳氏（59）が、自らの思いを

具現化するため、2015年に同社を設立した。 
帯広市は年間を通じて気温の寒暖差が大き

く、住宅においても気密性や断熱性が求められ

ることから、気密性、断熱性に優れるツーバイフ

ォー工法との相性がよいとされている。実際、十

勝地域におけるツーバイフォー工法の歴史は長

く、1970 年代にはすでに任意団体である「十勝

２×４協会」が設立され、施工技術の研究や実践

が積み重ねられてきた。同協会の発足当時は、社

長＝大工職人（棟梁）という時代でもあったこと

が功を奏し、現場への普及も円滑に進んでいっ

た。 

竹市社長は、その業務経験などから 2019年よ

り同協会の会長も務めており、北海道が掲げる

“ゼロカーボン北海道”の実現へ向けて、ツーバ

イフォー工法の普及・啓蒙をリードする役割も

担っている。 

 
4 ツーバイフォー工法とは、19 世紀初めに北米大陸へ移り住んだイギリス人の開拓者らによって、北米の厳しい自然環境に適合す
るために確立された「木造枠組壁工法」のひとつで、わが国の伝統的な工法である「木造軸組工法（在来工法）」に比べ、気密性、
断熱性に優れるなどのメリットがあるとされている。その呼称は、主に使用される角材のサイズが「２インチ×４インチ」であるこ
とに由来している。 

（図表 14）株式会社クリプトンの概要 

 
（備考）１.写真（上）は竹市真巳社長 

    ２.写真（下）は同社事務所モデルルーム 

     ３.信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 

会 社 名 株式会社クリプトン
代 表 竹市真巳
所 在 地 北海道帯広市
創 業 2015年（平成27年）
従 業 員 数 ７名
事 業 内 容 木造注文住宅

同社の概要
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②同社の『価値創造』の取組み 

一般に、在来工法と比べて間取りの制限が多

いとも言われるツーバイフォー工法であるが、

同社では、顧客の要望をダイレクトに反映でき

るデザイナーや設計士が密接に連携しながら

家づくりを進めることで、出来る限りその要望

を汲み取り設計に反映させることができてい

る。構造上難しい要望においても、必ず代案を

提示するなど、顧客満足を徹底している。デザ

イン性についても、木目調の良さと鉄板の外壁

を組み合わせた個性的な外観（図表 15、16）か

ら、地域内では出色の存在感があり、営業活動

や広告を打たなくても、ホームページからの問

合わせや紹介で契約に進むことが大半となっ

ている。また、完成間もない物件をモデルルー

ムとして一時的に開放しており、フェイスブッ

クやインスタグラムなどのＳＮＳ（交流サイ

ト）にて告知するとすぐに予約が埋まってしま

うほどの人気から、現在では契約から着工まで

１年待ちの状態が続いている。同社は、専任の

営業担当を設置せず、設計士とデザイナーが顧

客の要望を直接図面に落としていくスタイルのため、図面の枚数は通常の倍以上に及ぶ

ことも珍しくない。数センチ単位の複雑で細かな現場施工でも大工職人任せにしないた

め、大工にとっては二度手間の作業になってしまうことも多々発生するが、最終的には

顧客の高い満足度が生の声として現場に伝わり、日々のモチベーションを高めることに

繋がっている。 
なお、昨今の急激な資材価格上昇は、契約から着工まで１年待ちの状態である同社に

おいても、契約時の資材価格と着工時の価格が乖離するなど、大きな影響を受けている。

そうしたなかで同社では、デザイナーと設計士が直接関与しているという強みを活かし、

価格転嫁は最小限に抑えつつ、予算内での再設計など、顧客に対するベターな提案を心

掛けている。設計士・デザイナー・大工職人が三位一体となって顧客と一貫して接点を

持ち続けていることにより、状況変化に応じた柔軟な対応が可能となり、竹市社長が目

指す「ワクワクする提案」に結び付き、同社独自の『価値』の創造に繋がっている。 
 
 
 
 

（図表 16）施工事例 

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 

（図表 15）同社外観 

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 
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③今後の展望 

十勝地域は全国的にも日照時間に恵まれた地域であることなどを受け、同社ではツー

バイフォー工法の高性能住宅と太陽光発電パネルの組合せによる、ＺＥＨ5（ゼッチ）の

推進に積極的に取り組んでいる。太陽光パネルを屋根に載せてもデザイン性を失わない

ように設計することで、当面はＺＥＨを主体に取り組みながら、新たな顧客価値の創出

に注力していく意向である。同社の十勝地域でのますますの活躍が期待される。 
 
（３）米田木材株式会社（富山県射水市 創業：1955 年） 

①会社の概要 

米田木材株式会社は、富山湾に程近い富山県

射水市に立地する木造注文住宅会社（地場工務

店）である（図表 17、18）。1955年（昭和 30年）

に当地にて、原木と木材販売を行う「米田木材

店」として現代表・米田大樹氏（40）の祖父が

創業した。同社が立地する射水市の新湊地域

は、古くから海運業や漁場などで栄えた場所

で、戦後から 1960 年代当時は貯木場や製材店

も多く立地していた。同社においてもその歴史

と共に栄え、多くの大工職人（棟梁）を顧客に

抱え、木材販売業として成長していった。米田

社長の父（二代目）が経営していた 1983 年に

は一念発起、長年培った木材を活かす技術と大

工職人とのネットワークを基に注文住宅建築

業に参入した。 

 
②同社の『価値創造』の取組み 

三代目である米田社長は、大学卒業後、大

手ハウスメーカーに就職。その後、2011年に

は同社に戻り、経営理念である「安心と信頼

の創造を通じて地域社会に貢献する」を実現

するため、住宅建築にまつわるさまざまな取

組みを行っている。 
一生に一度とも言われるマイホーム購入

を検討している顧客は、さまざまな不安を取

り除くべく、複数の住宅メーカーを回るのが

 
5 ＺＥＨとは、net Zero Energy House（ネット･ゼロ･エネルギー･ハウス）の略語で、家庭で使用するエネルギーと太陽光発電等の
エネルギーをバランスして、１年間で消費するエネルギーの量を実質的にゼロ以下にすること。 

（図表 17）米田木材株式会社の概要 

 

 
（備考）１.写真は米田大樹社長 

    ２.同社提供 

（図表 18）同社外観 

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 

会 社 名 米田木材株式会社
代 表 米田大樹
所 在 地 富山県射水市
創 業 1955年（昭和30年）
従 業 員 数 30名
事 業 内 容 木造注文住宅

同社の概要
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通例であろう。そのようななかで、同社と

契約に至った顧客に「なぜ米田木材にした

のか？」を尋ねると、多くの顧客が住宅の

機能性やデザイン性といったハード面よ

りも、「営業担当や設計士の顧客に向き合

う姿勢」や「一緒に住宅を作り上げる楽し

さを共有できたから」等のソフト面を挙げ

るケースが多い。米田社長は 2017 年の社

長就任以来、「社員が輝ける環境・社員が

自己実現できる環境作り」をモットーとし

て、従来のマンパワー依存型の縦割りの組

織ではなく、社員同士のコミュニケーショ

ンを重視し、意見が出し合える組織作りに

取り組んできた。このような取組みによ

り、社員が自ら行動する気運が芽生え、結

果としてソフト面を中心とした顧客満足

にも繋がり、これが同社の最大の強みとな

っていると米田社長は語っている。 
また、契約を済ませた顧客にとっても、

建築現場はブラックボックスになりがち

で、細かい施工や竣工後見えなくなってし

まうような箇所に関しては職人任せにな

りがちだった。そのため、施工不良やミス

があってもすぐには気が付けず、後からク

レームとなることも少なくなかった。そん

な状況では顧客との信頼関係が築けない

と考えた米田社長は、施工に携わる大工職

人の教育や資材管理・安全面などの「現場

管理」を徹底し、他社では求められない高

い技術と品質を維持している（図表 19、

20、21）。当初は、一部協力会社から「そこ

までやるのか」と反発もあったものの、何

度も丁寧に説明を繰り返していった。こうした努力もあり、現在では 80社程の協力会社

との連携の下、顧客からは「ヨネモクさんの家は一流の大工さんが建てているから間違

いない」との評価も受けるような状況にある（図表 22）。また同社が使用しているプレ

カット材の品質に対するこだわりを、顧客に体感してもらうために、取引先の工場へ見

（図表 19）新築施工例 

 
（備考）同社提供 

 

（図表 20）建築現場例 

 
（備考）同社提供 
 

（図表 21）現場監督（社員）と大工職人の打合せ 

 
（備考）同社提供 
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学に行くこともある。さらに引渡し後

のアフターサービスへの取組みにも注

力している。同社においては、他部署

とは独立したアフターサービス専門の

担当者を設置していることや、最長 60

年にわたる保証制度を導入しながら、

それに沿った定期点検を実施するな

ど、安心と信頼への取組みを徹底している。また、「オーナーズクラブ」（ＯＢ顧客の組

織）におけるイベント等を定期的に開催するなど、引渡し後も顧客とのコミュニケーシ

ョンを非常に大切にしている。 

同社は、提案から建築、アフターサービスに至るまで徹底的に高い品質を維持するこ

とにより、安心と信頼という独自の『価値』を創造し、価格を超越したビジネスモデル

として展開している。性能や構造ありきの提案ではなく、顧客の要望に柔軟に対応する

ことが大切であり、それこそが地元で生きる中小の工務店であると米田社長は語ってい

る。 
 
③今後の展望 

同社では、今後も既存事業に注力しつつ、それに付帯している事業も拡充していく意

向である。具体的な取組み例として「リノベーション」に着目している。リノベーショ

ンとは、既存の構造を活かしつつ断熱や耐震の性能値の向上を実現させるものであり、

新築よりコスト面でも有利であることが多い。また、核家族化や地方の人口減少により、

住まいの形も変化しており、時代に即した「減築」の提案もしている。同社においては、

実際の２階建て古民家を平屋に減築してモデルルームとして活用しており、訪れた人は

新築と勘違いするほどの出来栄えとなっている。中古住宅の有効活用は、ＳＤＧｓへの

貢献や空き家問題の解決など、社会的意義も大きいと同社では考えている。 
顧客に唯一無二の住宅を提供するのが使命であると考えている同社では、木が年輪を

刻むように、木材店時代からの地元地域との大切な繋がりの輪を一つ一つ広げていきな

がら、さらなる躍進を遂げていく意向である。 
  

（図表 22）協力会社も参加する同社主催の夏祭り 

 
（備考）同社提供 
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（４）株式会社コイシ（大分県大分市 創業：1987年） 

①会社の概要 

株式会社コイシは、大分県大分市に立地す

る土木工事測量会社である（図表 23）。創業者

である現社長・小原文男氏（68）は、大学卒業

後、さまざまな仕事を経験するなかで、土木工

事の現場監督業務との相性が最も良かったこ

となどから、測量部門での独立を決断、1987年

に「小原測量」として個人創業した。その後、

「現場の役に立つ、現場が楽になる」をコンセ

プトに、当時から小原社長の得意分野であっ

た丁張 6（図表 24）の技術をプログラミングし

たオリジナル開発商品「丁張マン 7」（図表 25）

等、測量支援商品の開発・販売にも取組んでき

た。2000 年代に入ると３Ｄ技術を建設業界に

いち早く取り込んだ「KOISHI-3D」の開発を本

格化、土木関連では困難とされてきた工事完

成形の可視化を世の中に先駆けて実現してい

った。その後も、最新の３Ｄ技術と、独自に

積み上げてきた測量技術を組み合わせ、革新

的な測量方法にて行政や大手ゼネコン等から

一目置かれる会社として躍進を遂げている。 
 
②同社の『価値創造』の取組み 

同社の『価値』は、測量関連の高い技術力

をベースに建設現場の生産性向上に取り組ん

でいることであり、「丁張マン」はその一つで

ある。「丁張マン」の特徴は、任意座標 8にて

丁張杭が入りやすいところに丁張を掛けられ

る計算機能がプログラミングされていること

である。現場の困りごとを解決していくため

に、３Ｄ技術が現場を助けるとの思いから

様々な開発に取り込み、2000年頃から「情報

 
6 丁張（ちょうはり）とは、基礎工事段階で仕上がりの位置表示をするため杭を打ち、勾配、高さ、位置等表示した横板を張る作業。 
7 関数電卓に独自プログラムを組み入れた商品。1997年に発売し、「創造的中小企業創出支援事業」に認定されるなど、同社の躍進
をけん引した。後継機「丁張マン Neo」等が、現在でも販売されている。 
8 任意の点を基準とした座標のこと。それに対して、国の管理する座標体系上の原点を基準とした座標（経度○〇度〇〇分、緯度×
×度××分）を公共座標という。 

（図表 23）株式会社コイシの概要 

 

 
（備考）１.写真は小原文男社長 

     ２.信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 

（図表 24）丁張現場の例 

 
（備考）同社提供 

（図表 25）「丁張マン」シリーズ 

 
（備考）同社提供 

会 社 名 株式会社コイシ
代 表 小原文男
所 在 地 大分県大分市
創 業 1987年（昭和62年）
従 業 員 数 50名
事 業 内 容 土木工事測量

同社の概要
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化施工」へのけん引役を担った。 
新しい技術も積極的に導入し、レーザース

キャナ３台・ＵＡＶ9レーザー（図表 26）２台・

マルチビームソナー１台など、それぞれの現

場に適した技術の提供を行っている。また、取

得したデータ（図表 27）を活かすためのオリ

ジナルソフト開発も行っており、「四季色立体

図」は、取得したデータの傾斜に合わせ色を付

けることができ、設定した角度ごとに細かく

色も指定できるものである（図表 28）。これに

より、「人が歩けるか」、「車が通行できるか」

などが一目でわかり、取得したデータを様々

な場面で活用ができるものと期待されてい

る。 
これまで、「10年から 20年ほど世の中を先

取りしている」とも言われていた同社の技術

は、現在も『価値』の源泉として機能している。

このような「時代を先取りした現場目線の測

量技術開発」と「土木と共に歩む」という揺る

ぎない企業理念は、同社ならではの『価値』を

生み続けている。その結果、九州で大手ゼネコ

ン等が手掛ける土木工事や大型建造物測量等

において、技術力に見合う適正価格での受注

を実現している。 
一方、独自性を支える技術系社員のおよそ

半数が女性であることも同社の特徴である。

現場社員や３ＤＣＡＤオペレーターにも女性

を積極的に登用しており、県内においては「コ

イシと言えば女性の会社」と言われるまでに

認知されている（図表 29）。女性が活躍しやす

い環境作りにも積極的に取組んでいる。例え

ば、現在では当たり前になっているＷＥＢ会議をすでに 2015年の時点で導入しており、

子育て中の女性社員が在宅勤務でも仕事に取り組みやすい環境を整備してきた。こうし

た取組みの背景には、「土木は男社会である」という業界の常識（先入観）を覆したいと

いう、小原社長の強い思いが込められている。 

 
9 Unmanned Aerial Vehicleの略称。無人航空機を意味し、同じ意味にてドローンとも呼ばれている。 

（図表 26）ＵＡＶレーザー 

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 

 

（図表 27）ＵＡＶレーザーより取得したデータ 

（備考）同社提供 

 

（図表 28）「四季色立体図」にて色付けした例 

（備考）同社提供 
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③今後の展望 

同社では、前述したとおり、これまで培って

きた技術の応用範囲を一段と広げ、ＵＡＶや高

性能レーザー、ソナー（音波を用いて物体を探

知する装置）などを組み合わせ、多様な用途に

応じた測量事業を一段と本格化している。例え

ば大型ＵＡＶに高性能レーザーを搭載したＵ

ＡＶレーザーは、すでに高速道路、発電所、ダ

ム、製鉄所等の大規模の土木工事の現場で活躍

している。本システムにより２cm以内の精度に

て測量ができることから、大手ゼネコンからは

高い評価を得ている。また、湖や河川のような

水中においてもソナーを組み合わせることで

測量を可能とする装置を順次投入していく予

定である。なお、同社の「三次元技術を用いた地域社会への貢献を目的とした高度測量

技術に関する研究開発」は、2019年度のサポイン事業 10として採択を受けており、北九

州市立大学などとの産学官連携にて研究開発を進めている。この技術を活用し、地場建

設企業が価格や技術力のために解決が困難であった生産性向上等への問題解決を目指

している。小原社長と社員の土木の未来に対する熱意が当社成長の原動力となっており、

卓越した技術力を有する同社の今後ますますの活躍が期待されよう。 
 

４．「価値創造」で好循環の経営サイクルの入口へ 

本稿では、脱「価格競争」を実現する中小建設業の「価値創造」の取組みについて取

り上げてきた。４件の事例いずれからも、各社が独自の「価値創造」に取り組んでいる

ことが確認できた。具体的には、①㈱明輝社では、機動力のある受注・施工体制の確立

と積極的な人材開発、②㈱クリプトンでは、地域特性を踏まえつつ顧客目線に立った機

能性とデザイン性の追求、③米田木材㈱では、安心と信頼のための徹底した現場管理と

アフターサービスへのこだわり、④㈱コイシでは、時代を先取りした現場目線の測量技

術開発、といった「価値創造」の取組みがあった（図表 30）。 

その取組み内容は各社さまざまではあったものの、各社とも競合他社との差別化を図

ることで、脱「価格競争」をすでに実践している部分では共通していると思われた。こ

うした取組みを通じて適正収益の確保、賃上げを含む労働環境の改善、生産性向上など、

好循環の経営サイクルが実現されているものと思われた。 

 
10 中小企業庁の主管で、中小企業の研究開発・試作品開発などを支援する事業（戦略的基盤技術高度化支援事業）で、累計 2,000 件
を超える支援実績を有している。サポインは Supporting Industryの略称。なお、2022年より、サポイン事業と商業・サービス競
争力強化連携支援事業（サビサポ事業）が統合され、成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）となっている。 

（図表 29）現場で測量に従事する女性社員 

 
（備考）同社提供 
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本稿前半で述べてきたように、建設業ならではの商習慣･特徴に加え、足元の資材価

格高騰などにより、中小建設業の収益確保は困難な状態が続いている。しかしながら、

日頃より「価値創造」を念頭に置きながら他社にはない魅力を持ち備えることにより、

現状を打破している事業者も多く存在する。このような時代だからこそ、価格競争にて

自社の経営資源の消耗を余儀なくされているような悪循環に陥っている事業者は、ここ

で一度立ち止まり、「価値創造」につながる可能性を秘めた自らの“強み”について再

考し、それをブラッシュアップすることにより、脱「価格競争」へと転換するきっかけ

を模索すべき局面を迎えているものと思われる。収益確保に苦戦する建設業者の多くが、

脱「価格競争」への舵を切ることにより、好循環の経営サイクルへ転じていくことを期

待したい。 

 

 おわりに 

本稿にて取材した４社ともに「価値創造」に加えて、地元地域との繋がりも大切にし

ているという部分が共通していた。その中でも、米田木材株式会社の米田社長が語って

いた「顧客の要望に柔軟に対応することが大切であり、それこそ地元で生きる中小の工

務店である」という言葉は、地元で生きる信用金庫の考え方にも通じるものがあると感

じられた。信用金庫の３つのビジョンの一つである「地域社会繁栄への奉仕」を実現し

ていくためには、地域事情に合わせた独自の顧客支援を行う必要があるが、本取材を通

じて全国の信用金庫関係者の話を聞くことによっても、それをより感じることができた。

アフターコロナ対応の一つとして、伴走型支援が注目されている今だからこそ、信用金

庫のきめ細やかなサービスを顧客に継続的に提供していき、強力な信頼関係を構築して

いくべきであると思われた。 

                                   以 上 

                          （大洞匡平、鉢嶺 実） 

  

（図表 30）ヒアリング企業にみる「価値創造」と好循環の経営サイクル 

 

 
 
（備考）企業へのヒアリングをもとに信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

•機動力のある受注・施工体制の確立と
積極的な人材開発

㈱明輝社

•地域特性を踏まえつつ顧客目線に立った
機能性とデザイン性の追求

㈱クリプトン

•安心と信頼のための徹底した現場管理と
アフターサービスへのこだわり

米田木材㈱

•時代を先取りした現場目線の測量技術開発㈱コイシ

脱
「
価
格
競
争
」
の
実
現

「価値創造」の取組み

好循環の

経営サイクル
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【産業企業情報バックナンバーのご案内】 

号 数 題   名 発行年月 

2021ー１ 
全国中小企業景気動向調査からみたコロナ禍における中小企業の動向 
―業況は低水準ながら前向きな事業戦略を進める企業も― 

2021 年 ４月 

2021ー２ 
中小企業は「後継者不在」へいかに対応すべきなのか(総括編) 
～「早めの対応が不可欠」であることの再認識を～ 

2021 年 ５月 

2021－３ 
環境激変に挑む中小企業の「危機対応」(導入編) 
―数々の危機を乗り越えてきた｢長寿企業｣の経営が示唆するものとは― 

2021 年 ６月 

2021－４ 
環境激変に挑む中小企業の「危機対応」①(製造業編) 
―変革に挑み続ける製造業の長寿企業の危機対応事例― 

2021 年 ６月 

2021－５ 
全国中小企業景気動向調査からみた中小企業の動向 
―依然続くコロナ禍の被害、前向きな事業戦略を進める企業も― 

2021 年 ７月 

2021－６ 
信用金庫の視点でひも解く 2021 年版中小企業白書･小規模企業白書 
―新型コロナウイルス感染症拡大を受けた中小企業と小規模事業者― 

2021 年 ８月 

2021－７ 
環境激変に挑む中小企業の「危機対応」②(建設業編) 
―同業者等との“連携”に活路を見出す建設業の長寿企業の危機対応事例― 

2021 年 ９月 

2021－８ 
全国中小企業景気動向調査からみた中小企業の動向 
―人手不足、仕入困難に悩まされる中小企業― 

2021 年 10 月 

2021－９ 
環境激変に挑む中小企業の「危機対応」③（商業編） 
―“不変の原理”を拠り所とする卸売業・小売業の長寿企業の危機対応事例― 

2021 年 12 月 

2021－10 
全国中小企業景気動向調査からみた中小企業の動向 
―仕入の困難と人手不足が深刻化―    

2022 年 １月 

2021－11 
中小企業における新型コロナウイルス感染拡大の影響と 
「ポストコロナ」に向けた課題の整理 

2022 年 ２月 

2021－12 
環境激変に挑む中小企業の「危機対応」④（飲食･宿泊業編） 
―新型コロナウイルス感染拡大に直面する飲食･宿泊業の長寿企業の危機対応
事例― 

2022 年 ３月 

2022－１ 
ポスト・コロナを見据えた「脱炭素」の実現に向けて① 
―「脱炭素」の潮流― 

2022 年 ４月 

2022－２ 
全国中小企業景気動向調査からみた中小企業の動向 
―仕入困難が深刻化― 

2022 年 ４月 

2022－３ 
ポスト・コロナを見据えた「脱炭素」の実現に向けて② 
―信用金庫として知っておきたい「脱炭素」のキーワード― 

2022 年 ５月 

2022－４ 
環境激変に挑む中小企業の「危機対応」（総括編） 
―事業存続の危機を乗り越えてきた長寿企業の“レジリエンス（復元力）”― 

2022 年 ５月 

2022－５ 
ポスト・コロナを見据えた「脱炭素」の実現に向けて③ 
-「地域脱炭素」の推進に向けた信用金庫への期待- 

2022 年 ６月 

2022－６ 
脱「価格競争」を実現する中小企業の「価値創造」とは（問題提起編） 
―付加価値額の確保･増大へ向けて中小企業はいかに「価値創造」へ取り組む
べきなのか― 

2022 年 ６月 

2022－７ 
脱「価格競争」を実現する中小企業の「価値創造」とは①（製造業編） 
―技術力やブランド力による「価値創造」が収益力向上へのキーワード― 

2022 年 ６月 

2022－８ 
ポスト・コロナを見据えた「脱炭素」の実現に向けて④ 
―企業における「脱炭素経営」の促進に向けて― 

2022 年 ７月 

2022－９ 
ポスト・コロナを見据えた「脱炭素」の実現に向けて⑤ 
―「地域脱炭素」に向けた地球温暖化対策の推進― 

2022 年 ７月 

2022－10 
生の声から読み解く中小企業の実態 
―全国中小企業景気動向調査（2022 年４－６月期）より― 

2022 年 ７月 

2022－11 
「新しい資本主義」で期待されるデジタル社会の実現 
―セキュリティトークンの活用で期待される資金調達手段の多様化― 

2022 年 ８月 

2022－12 
信用金庫の視点でひも解く 2022 年版中小企業白書・小規模企業白書 
―新たな時代へ向けた自己変革力・新たな時代へ向けた事業の見直しと地域内連携― 

2022 年 ８月 

＊バックナンバーの請求は信金中央金庫営業店にお申しつけください。 
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信金中央金庫 地域・中小企業研究所 活動状況 
（2022 年 8 月実績） 

○レポート等の発行状況 

発行日 レポート分類 通巻 タ イ ト ル 

22.8.1 
  

産業企業情報 
  

2022-11 
  

｢新しい資本主義｣で期待されるデジタル社会の実現 
－セキュリティトークンの活用で期待される資金調達手段の多
様化－ 

22.8.2 ニュース＆トピックス 2022-61 脚光を浴びるグリーントランスフォーメーション(ＧＸ) 

22.8.3 金融調査情報 2022-10 最近の信用金庫と国内銀行の地区別預貸金増加率の動向 

22.8.3  内外金利・為替見通し  2022-5  
日銀は物価見通しを引き上げたが、景気優先で強力な緩和策を
継続へ 

22.8.8 ニュース＆トピックス 2022-62 信用金庫の余資運用資産残高の動向(2021 年度末) 

22.8.8 ニュース＆トピックス 2022-63 信用金庫の預け金残高の動向(2021 年度末) 

22.8.8 ニュース＆トピックス 2022-64 信用金庫の有価証券残高の動向(2021 年度末) 

22.8.8 ニュース＆トピックス 2022-65 信用金庫の 2022年 4 月の新規採用者数(推計) 

22.8.10  金融調査情報  2022-11  
改めて考える｢女性活躍の推進｣とは何か 
－過去・現在から未来へ－ 

22.8.17  経済見通し  2022-2  
実質成長率は 22年度 1.6％､23年度 1.5％と予測 －感染再拡大
と供給制約の長期化が景気の本格回復を阻む要因に－ 

22.8.22 ニュース＆トピックス 2022-72 ｢脱炭素｣時代に取り残されないための中小企業経営 

22.8.23 ニュース＆トピックス 2022-73 中小企業における｢脱炭素経営｣の実践に向けて 

22.8.30 
  

産業企業情報 
  

2022-12 
  

信用金庫の視点でひも解く 2022 年版中小企業白書・小規模企業
白書 －新たな時代へ向けた自己変革力・新たな時代へ向けた事
業の見直しと地域内連携－ 

22.8.30 金融調査情報 2022-12  最近の信用金庫の地区別業種別貸出動向 

22.8.31  内外経済・金融動向  2022-2  
米利上げによる米国経済への影響 
－インフレ高止まりが招く悪影響の連鎖に要注意－ 

 

○講演等の実施状況 

実施日 講 演 タ イ ト ル 主 催 講演者等 

22.8.5 コロナ禍の経済・金融情勢と今後の展望 金沢経営開発研究会 角田 匠 

22.8.19 将来に向けて家計を考えよう 福島信用金庫 奥津智彦 

22.8.24  業界動向・ビジネスモデル等  
信金中央金庫 地域・中小企業
研究所 

刀禰和之  

 
＜信金中央金庫 地域・中小企業研究所 お問い合わせ先＞ 

〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号 

TEL: 03-5202-7671（ダイヤルイン） FAX: 03-3278-7048 

e-mail：s1000790@FaceToFace.ne.jp 

URL https://www.shinkin-central-bank.jp/（信金中央金庫） 

https://www.scbri.jp/（地域・中小企業研究所） 
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